
第４回総務・財政部会 

所有者不明土地への対応にかかる経過報告 

１．国土交通省との打ち合わせ（平成28年12月8日（木）） 

国土交通省発言要旨 

○ 国土交通省が中心となり，事案に応じた部局横断的，府省横断的な検討体制を構築。

○ 所有者不明土地問題は課題として認識しており，検討にあたっては現場の声を把握

することが重要。

○ 民間でも増田寛也氏を中心に検討会立ち上げの動きがあり，指定都市市長会のよう

な問題意識を持つ自治体の意見は大きな意義があり歓迎。

○ 国会議員の動きとして，自民党の有志議員が「所有者不明土地問題に関する議員懇

談会」を平成 28年 10月に立上げている。

○ これらの議論に指定都市市長会にも参画いただきたい。

２．その後の対応 

（１）所有者不明土地問題研究会

◆ 検討状況

・平成 29 年１月 23 日に研究会が立上げられ，以降ワーキンググループが３回開

催されている。本年秋頃を目途に国に対する提言を取りまとめ予定。

・指定都市市長会を代表して神戸市が参加し，指定都市市長会での検討状況や支

障事例について報告。

（２）所有者不明土地問題に関する議員懇談会

◆ 検討状況

・平成 28年 10月に第１回懇談会を開催，以降５回にわたる懇談会を開催し，

議員懇談会の提言がとりまとめられた。

・神戸市は第５回懇談会に参加し，支障事例及び対応方策案について報告。

・今後，自民党の政務調査会内に特命委員会（座長：野田毅衆議院議員）が新たに

設置され，法制化に向けた議論が進められる予定。
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【参 考】 
◆「所有者不明土地問題研究会」

座  長：増田
ま す だ

寛也
ひ ろ や

（東京大学公共政策大学院客員教授） 

顧  問：加藤
か と う

 勝
かつ
信
のぶ
（内閣府特命担当大臣）

関係省庁：総務省，法務省、農林水産省、林野庁，国土交通省 

関係自治体：神戸市，三鷹市，高梁市，大豊町 
開催実績：第１回研究会（平成 29年１月 23日） 

第１回ワーキンググループ（平成 29年２月 27日） 
・所有者不明土地の定義，実態把握手法について検討

第２回ワーキンググループ（平成 29年３月 30日） 
・支障事例の報告

第３回ワーキンググループ（平成 29年４月 28日） 
・各省の検討状況報告

第４回ワーキンググループ（平成 29年５月 26日 予定） 
・提言案の中間とりまとめ

第２回研究会（平成 29年６月 予定） 

◆「所有者不明土地問題に関する議員懇談会」

会  長：保岡
やすおか

興
おき
治
はる

 衆議院議員（鹿児島県） 

事務局長：豊田
と よ だ

 俊郎
としろう

 参議院議員（千葉県）  

関係省庁：総務省，法務省、財務省，農林水産省、林野庁，国土交通省 他 
開催実績：第１回懇談会（平成 28年 10月 18日） 

・（公財）東京財団研究員 吉原祥子氏 講演 

第２回懇談会（平成 28年 11月 09日） 
・㈱野村総合研究所顧問 増田寛也氏 講演

第３回懇談会（平成 29年 ２月 ９日） 
・早稲田大学大学院法務研究科教授 山野目 章夫氏 講演

第４回懇談会（平成 29年 ３月 ９日） 
・元復興大臣 根本匠氏 講演

第５回懇談会（平成 29年 ４月 ６日） 
・神戸市長，高梁市長 講演

2



第５回「所有者不明土地問題」に関する議員懇談会 

発言要旨 

１．久元市長 発言要旨 

下記の内容を踏まえた，法制度の創設を検討いただきたい。 
○不動産登記を義務化してはどうか。
○所有者が分からない土地を一覧表にしたポータルサイトを個々の自治体が
作成しても効果に限界がある。そこで，国主導あるいは自治体間で共同作成
したサイトに国から支援をいただけないか。

○マイナンバーの利用範囲は法定されているが，マイナンバーの利用を不動産
登記手続きに拡大できないか。

○外国人が土地を所有する場合に，所在把握を容易にする仕組みを構築できな
いか。

○自治体への「財産管理人選任申立権の付与」を民法の特例制度で対応できな
いか。

○国庫に帰属するような土地は財産的価値の乏しい例が多いので，自治体が適
切に管理できる，あるいは自治体が当該財産の取得を希望する場合には自治
体に所有権が帰属するような制度を創設できないか。

○ポータルサイトに法的効果を付与できないか。
具体的には，財産管理人制度は６ヶ月の公告期間が必要だが，公示制度の特
例としてポータルサイトへの掲載に公告期間の満了と同様の法的効果を付
与できないか。

 ＜懇談会の様子＞ 
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２．出席議員 発言要旨 

（１）有村 治子 参議院議員 
土地の所有意思がない人が扱いに困り所有者不明土地になるよりは，自治
体が寄付を受けるなど善意を活かせるような形が望ましい。 

 

（２）末松 信介 参議院議員 
死亡してから150年経過すれば戸籍も役所から書類がなくなるが，溜池な
どには明治・大正時代の登記も多く残っている。所有者不明土地を増やさ
ないために，除籍情報をデータ上残すことも出来るのではないか。 
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神⼾市における所有者不明⼟地の課題

神⼾市⻑ 久元 喜造

神⼾市提出資料
第５回「所有者不明⼟地問題」に関する議員懇談会

資料１
（参考2）

10%

27%

63%

所有者不明

追跡調査により所有者判明

登記から所有者判明

神⼾市における所有者不明⼟地の状況①

2

約４割で登記上の住所
と現住所が不⼀致

■平成27年度地籍調査（宅地）における所有者不明割合

●境界確認が出来ないため，隣接地との境界が未確定となる。

神⼾市須磨区若⽊町（97筆）
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神⼾市における所有者不明⼟地の状況②
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約48万ha 435ha
約46万ha 853ha

約358万ha 4,291ha
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相続未登記農地
相続未登記のおそれのある農地
登記済み農地

■ 相続未登記農地割合

約２割が
権利関係不明確

＊登記済み農地の全国データは推計値

全 国

●農地の集積・活用の阻害要因や耕作放棄地の発生要因となっている。

神 ⼾

所有者不明⼟地に起因する⽀障事例①

●土地所有者が不明である場合，課税保留となり固定資産税を
徴収することができない。

【固定資産税の賦課・徴収】
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■ 課税保留件数

※課税保留
徴収が困難な事案について，やむなく課税対象から一旦はずし，課税を保留すること
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所有者不明⼟地に起因する⽀障事例②

●所有者が不明であるため，隣接地との境界確定ができず，
事業残地の処分や用地買収等の事業進捗に影響を及ぼす。
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■ 公園整備

【公共事業】

○ 境界が確定できないため事業残地の処分が困難
※境界の確定には権利者の⽴会いが必要

境界未画定部分

所有者不明⼟地 公 園公 園

事業
残地

所有者
不明地

事業残地

＊神⼾市⻑⽥区

所有者不明⼟地に起因する⽀障事例③

【防災事業】
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●所有者が不明であることから，台風や豪⾬による二次災害を防止する
ための注意喚起や宅地造成規制法に基づく改善勧告など，必要な措置
をとることができない。

崩落の恐れ
のある擁壁

所有者
不明地

●兵庫区千鳥町 不到達２件
① 平成24年度より不到達

・近隣住⺠への聞き込み調査
により，平成28年度に解消

② 平成20年度より不到達
・所有権移転により

平成28年度に解消
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所有者不明⼟地への対応⽅策例①

－所有者不明土地情報を集約したポータルサイトの構築

－不動産登記と個⼈番号の紐付け

－不動産登記の義務化及び罰則の制定

■所有者不明⼟地の発⽣を予防するための⽅策

－外国⼈の土地所有に関する制度の創設

所有者不明⼟地への対応⽅策例②
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－相続⼈のない土地の選択的な帰属制度の創設

－財産管理⼈選任申⽴権の付与

■所有者不明⼟地への対策

－所有者不明土地情報を集約したポータルサイトの構築
（再掲）

（仮称）所有者不明⼟地の対策に関する特別措置法の創設
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